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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在していな

いため、記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準（企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 15,144 15,746 15,173 32,812 31,918

経常利益 (百万円) 229 70 276 602 305

中間(当期)純利益 (百万円) 147 113 215 481 950

純資産額 (百万円) 34,510 35,666 36,139 36,080 36,590

総資産額 (百万円) 43,035 44,771 44,766 45,844 44,915

１株当たり純資産額 (円) 253.53 262.15 270.97 265.07 269.02

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 1.08 0.83 1.59 3.49 6.99

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 80.2 79.7 80.7 78.7 81.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,077 △75 2,433 828 658

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △865 △959 △913 △1,834 △701

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △433 △280 △728 △425 △287

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 9,043 6,625 8,380 7,942 7,605

従業員数 
(ほか、 
平均臨時雇用者数)

(名)
777

(367)

841

(463)

909

(459)

829

(393)

851

(473)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準（企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 12,200 12,129 10,862 26,598 24,511

経常利益又は 
経常損失（△）

(百万円) 225 47 △76 400 126

中間(当期)純利益 (百万円) 252 161 148 327 938

資本金 (百万円) 12,372 12,372 12,372 12,372 12,372

発行済株式総数 (株) 142,178,939 142,178,939 142,178,939 142,178,939 142,178,939

純資産額 (百万円) 32,909 33,785 34,148 34,158 34,645

総資産額 (百万円) 39,813 40,975 40,368 42,320 41,155

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 2.00 2.00

自己資本比率 (％) 82.7 82.5 84.6 80.7 84.2

従業員数 
(ほか、 
平均臨時雇用者数)

(名)
480

(45)

474

(43)

484

(62)

471

(47)

473

(39)



２ 【事業の内容】 

当企業集団が営んでいる主な事業内容と事業を構成しているリズム時計工業株式会社(以下「当社」と

いう)及び連結子会社の位置付けは、以下のとおりです。 

 なお、以下の３部門は「第５ 経理の状況 １．（１）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別

セグメント情報の区分と同一であります。 

  

〔クロック事業〕 

（掛・置・目覚時計等） 

製造については、RHYTHM INDUSTRIAL(H.K.)LTD.他５社が行っております。販売にあたって、

国内向けは、当社及びリズム開発㈱が販売し、海外向けは、RHYWACO(H.K.)CO.,LTD.他１社が

販売しております。 

（自動車用時計） 当社が製造を行い、主に自動車メーカーに販売しております。 

  

〔電子部品（機器類含む）及び産業用機械類事業〕 

（電子部品）   主なものは、プラスチック集積回路の組立・検査、アミューズメント関連機器、映像関連機器で

あり、製造については当社及びRHYTHM INDUSTRIAL(H.K.)LTD.他３社が行い、販売にあたって当

社他２社が主に電子・電気メーカーに販売しております。 

（産業用機械） 主なものは、専用機械・精密金型であり東北リズム㈱他１社が製造・販売しております。 

  

〔その他の事業〕 

（宝飾品） 宝飾小売店向けに仕入れ・販売しております。 

（その他） 主にウオッチの仕入れ・販売及び訪問介護事業であります。 

  



  

以上述べた事項を事業系統図に示すと、次のとおりであります。 

  
 

  

（注）当社子会社長野リズム株式会社は、平成19年３月31日付をもって解散（清算結了日は平成19年10月31

日）いたしましたので、同社は連結子会社数には含めておりますが、系統図には記載しておりませ

ん。また、当社子会社RHYKA VACUUM PLATING(H.K.)LTD.は、平成19年12月１日付をもって当社子会社

RHYTHM INDUSTRIAL(H.K.)LTD.に対して営業譲渡いたしました。 



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員です。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員です。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員等を含み、派遣社員を除いてあります。 

４ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している人

員数です。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員です。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員です。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員等を含み、派遣社員を除いてあります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び一部を除く国内連結子会社の各労働組合はJAM連合に属し、各労使間の問題は労働協約に従

って円滑に解決されており、未だ労働争議はありません。 

平成19年９月30日現在、提出会社の労働組合員は412名であります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

クロック事業 359( 96)

電子部品(機器類含む)及び産業用機械類事業 440( 60)

その他の事業 74(303)

全社(共通) 36(  0)

合計 909(459)

従業員数(名) 484(62)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期における我が国経済は、好調な企業業績を背景に、設備投資も増加傾向にあり、雇用情勢の

一部に厳しさは残るものの、着実な改善を見せております。また、輸出が穏やかに伸びる一方、個人消

費の伸びは横ばいとなっておりますが、景気全般としては、持続的な回復を維持しております。海外の

経済情勢におきましては、米国経済における住宅投資の減退や原油価格の動向など不透明感の強まりは

あるものの、欧州経済は底堅く推移し、中国も引き続き高い成長を続けるなど、その他主要諸国を含

め、総じて順調に拡大をしてまいりました。  

 このような中、当社グループのクロック事業は引き続き厳しい環境下にあり、国内市場では下げ止ま

り感は出てきたものの、底ばい圏からは脱しきれていない状況です。当社グループは、このような状況

の中、商品ラインナップの見直しを推進し高付加価値商品へのシフトを進めるとともに、生産面では高

止まりしている原材料価格や中国における人件費の上昇に対し、部材調達コスト削減を始め、積極的な

合理化に取り組んでまいりました。海外販売については、新興諸国における新規市場開拓、米国ロサン

ゼルスに物流販売拠点の新設など販売拡大に取り組んでまいりました。  

 電子事業におきましては、金型・部品分野では、携帯電話やデジタルカメラなどの市場が引き続き拡

大し業績を押し上げた一方、情報機器分野では、顧客先の投資回復が遅れ厳しい状況となりました。  

 以上のことから、当社グループの当中間期の連結売上高は、151億73百万円となり、前年同期157億46

百万円に対し3.6%の減収となりました。営業損益では、クロック事業のコスト削減効果や金型・部品分

野の増益により31百万円の利益となり、前年同期1億49百万円の損失に対し1億81百万円の改善となりま

した。経常損益では、営業外損益に賃貸及び信託による収益1億25百万円などを計上いたしましたことに

より2億76百万円の利益となり、前年同期70百万円の利益に対し289.2%の増益となりました。中間純損益

では、特別損益に保険差益や遊休土地の売却益などを計上いたしましたことにより2億15百万円の利益と

なり、前年同期1億13百万円の利益に対し90.6%の増益となりました。  

  

① 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

（Ａ）クロック事業 

国内市場におきましては、新商品販売について、特に、需要層の厚い商品カテゴリへの投入を進め

てまいりました。商品ラインナップの充実を図る中、ねらいを絞った新商品開発を進め、デザイン、

価格、機能のバランスがとれた商品を中心に発売をしてまいりました。中でも、回転飾りをあしらい

上品なデザインのパルミューズシリーズの新商品「パルミューズM474」は、広くお客様に受入れられ

売上を伸ばしました。このような取り組みの中、国内クロック販売全般におきましては、新商品につ

きましては前年を上回ることができましたが、既存商品の販売が不振で、販売単価は上昇いたしまし

たが、販売数量、金額とも前年を下回るものとなりました。  

 海外販売につきましては、アジア、中東、欧州では積極的な販売活動や新規市場開拓などにより売

上を伸ばすことができましたが、北米市場におきましては市場競争の激化から売上を落とし、海外販

売全体では前年を下回りました。米国市場では、新たに販売物流拠点としてのロサンゼルス支店の設

置、主力商品の拡充などにより業績回復を図ってまいります。  

 自動車時計販売におきましては、顧客企業の主力車種への当社製品の採用増加や新規顧客への売上



拡大などにより、業績を伸ばすことができました。  

 損益の面では、資源価格高騰に起因した原材料価格の高止まりや中国での人件費高騰などに対し積

極的なコスト削減を実施してまいりました。また、販売面においての効率化の推進、不採算商品の見

直しなどに取組みました結果、改善を図ることができました。  

 以上のことから、当中間期のクロック事業売上高は63億81百万円となり、前年同期66億55百万円に

対し4.1%の減収となりました。営業損益は30百万円の損失となり、前年同期1億17百万円の損失に対し

86百万円の改善となりました。  

  

（Ｂ）電子部品(機器類含む)および産業用機械類事業 

電子事業につきましては、顧客企業に対し積極的に新製品の企画提案を実施し、売上の拡大に努め

てまいりました。  

 情報機器分野では、法改正対応の影響に起因する顧客企業の当社製品に対する需要が落ち込み市場

自体も厳しさを増した中、多様化するお客様の嗜好に対応すべく新商品の開発提案を実施しておりま

したが、当中間期の売上は前年を大幅に下回るものとなりました。  

 金型・部品分野では、携帯電話やデジタルカメラなどのデジタル関連製品の市場拡大が続く中、金

型製作から部品成形、組立まで一貫して対応できる強みを活かし、業績を拡大させることができまし

た。また、ベトナムの生産拠点へ積極的な投資を行いさらなる業容の拡大を図る一方、自動車用表示

パネルの生産を中国で開始するなど、保有技術を活かした事業拡大に取組んでおります。  

 IC組立関連分野の業績につきましては、新規顧客向け売上の拡大などにより、前年を上回ることが

できました。  

 以上のことから、当中間期の電子事業の売上高は、71億74百万円となり、前年同期75億52百万円に

対し5.0%の減収となりました。営業損益は7億16百万円の利益となり、前年同期6億33百万円の利益に

対し13.0%の増益となりました。  

  

（Ｃ）その他の事業 

宝飾・ウオッチ、訪問介護事業を中心としたその他の事業につきましては、お客様のニーズに合っ

た商品、サービスの提供に努めてまいりました。  

 そのような中、介護サービスとウオッチ販売は堅調な売上で推移いたしましたが、宝飾品の売上に

つきましては前年を下回りました。また、昨今の地方自治体の地域防災対策に対する関心の高まりに

対応し、当社では、市町村防災行政無線を自動受信することができる家庭用の防災行政ラジオをご提

案させていただいております。災害時において、自治体から地域の家庭へ向けた緊急情報の広報手段

としてその採用が増加し、売上拡大に寄与いたしました。  

 以上のようなことから、当中間期におけるその他の事業の売上高は、16億17百万円となり、前年同

期15億38百万円に対し5.1%増収となりました。また、営業損益は6百万円の損失となり、前年同期28百

万円の損失に対し22百万円の改善となりました。  

  



② 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

（Ａ）日本 

事業別セグメントのクロック事業、電子事業の国内販売分及びその他の事業が主な内容です。クロ

ックの国内販売は、新商品販売につきましては前年を上回りましたが、既存商品の販売が不振で、全

体の販売単価はアップしたものの販売数量は伸びず、売上は前年を下回りました。また、電子事業の

金型・部品分野の売上高は、デジタル関連機器市場の需要拡大により前年を上回りましたが、情報機

器分野では法改正対応による一時的な需要の落ち込みにより前年を下回りました。一方、利益面にお

きましては、積極的なコスト削減や効率化の推進に取組んでまいりました結果、売上高は減少したも

のの前年に対し改善することができました。  

 以上のことから、当中間期の売上高は135億3百万円（前年同期142億18百万円に対し5.0%の減収）、

営業損益は18百万円の損失（前年同期85百万円の損失に対し67百万円の改善）となりました。  

  

  

  

（Ｂ）アジア 

外部売上高については主に、香港に所在するRHYWACO (H. K.) CO., LTD. のクロック販売及び

RHYTHM PRECISION (H. K.) LTD. の精密加工部品販売によるものであり、内部売上高については主

に、製造会社であるRHYTHM INDUSTRIAL (H. K.) LTD. によるものです。クロック販売は、積極的な販

売活動や新規市場開拓などにより売上を伸ばすことができました。また、精密加工部品の販売につき

ましても中国に進出している日系企業向け販売を中心に前年を上回ることができました。利益面にお

きましてもコスト削減に対する取組みなどにより改善を図ることができました。  

 以上のことから、当中間期の売上高は11億17百万円（前年同期8億35百万円に対し33.7%の増収）、

営業損益は98百万円の利益（前年同期56百万円の損失に対し1億55百万円の改善）となりました。  

  

  

（Ｃ）その他 

主にRHYTHM U. S. A., INC. のクロック売上高によるものです。北米地域では、からくり時計など

の中高級品を中心とした販売に取組み、積極的な新規顧客開拓を実施してまいりましたが、市場競争

の激化等により業績は厳しいものとなりました。当中間期の売上高は、5億52百万円（前年同期6億91

百万円に対し20.1%の減収）、営業損益は5百万円の損失（前年同期35百万円の利益に対し40百万円の

減益）となりました。 

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ7億75百万円増加し、当中間連結会計期間末には83億80百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権が減少したことや火災保険金の収入などによる資金

の増加があり、24億33百万円の資金の増加（前中間連結会計期間比25億9百万円の収入増）となりまし

た。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、クロック事業における金型投資や電子事業における機械設備

投資による支出などにより9億13百万円の資金の減少（前中間連結会計期間比46百万円の支出減）とな

りました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いや自己株式の取得による支出により、7億28

百万円の資金の減少（前中間連結会計期間比4億48百万円の支出増）となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの生産実績は次のとおりです。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの受注実績は次のとおりです。 

  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの販売実績は次のとおりです。 

  

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 最近２中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りであります。 

  

 
  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

クロック事業 6,626 104.6

電子部品(機器類含む)及び産業用機械類事業 6,882 88.9

その他の事業 15 59.7

合計 13,523 95.9

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

クロック事業 2,284 112.8 866 166.5

電子部品(機器類含む)及び産業用 
機械類事業

7,878 111.2 1,996 206.4

その他の事業 17 63.1 0 ―

合計 10,180 111.4 2,862 192.5

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

クロック事業 6,381 95.9

電子部品(機器類含む)及び産業用機械類事業 7,174 95.0

その他の事業 1,617 105.1

合計 15,173 96.4

相手先

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

ダイコク電機㈱ 2,870 18.2 1,713 11.3



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、クロック分野と電子事業分野に大別されます。 

クロック分野の新製品開発活動は、環境面への配慮と同時にお客様の使い勝手に配慮したソーラー電源

クロックの展開、海外市場のニーズに適合した特長技術を活かした鳴る、動く商品の展開、新分野におい

ては地方自治体向けの防災行政無線ラジオをはじめ、一般を対象とした防災関連クロックなどの開発を進

めております。 

電子事業における新製品開発活動は、情報関連機器として各種アミューズメント関連機器及びカメラサ

ーバー等のネットワーク機器、車載関連機器として自動車のメーターパネル周りの新製品開発、映像関連

機器として自動車や建設機器類の安全監視用カメラシステム及び特殊用途のカメラシステム、部品事業に

おいては小型薄型ＩＣパッケージの開発と各種回路モジュール製品の開発を進めております。 

なお、当中間連結会計期間（平成19年４月１日～平成19年９月30日）における研究開発費の金額は136

百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当社子会社である茨城リズム株式会社において、平成19年５月13日に発生しました火災事故により、当

社及び茨城リズム株式会社の設備が焼失いたしました。 

 当該設備の状況は、次のとおりであります。 

 
（注）帳簿価格のうち「その他」は、機械装置及び運搬具、工具・器具及び備品の合計であります。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備計画の変更は、次のと

おりであります。 

 
  

(2) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等について、重

要な設備計画の完了はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

  

(3) 重要な設備の除却等 

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の除却等はありません。また、当中間連

結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

会社名
事業所名

（所在地）

事業の種類別 

セグメントの内容
設備の内容

帳簿価格

建物及び構

築物 

（百万円）

その他 

（百万円）

合計 

（百万円）

提出会社

茨城リズム(株) 

第二工場 

（茨城県筑西市）

クロック事業

茨城リズム

(株)への賃

貸資産

227 55 283

茨城リズム(株)
第二工場 

（茨城県筑西市）
クロック事業 生産設備 3 14 17

会社名
事業所名 

（所在地）

事業の種類別 

セグメントの内容

投資額 

（千米ドル）
設備等の内容・目的

完了予定年月

当初 変更後

RHYTHM  
PRECISION 
VIETNAM 
CO.,LTD.

第二工場 

（ベトナム）
電子事業 9,000

工場設備 

 生産設備増強

平成19年 
8月

平成22年
3月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

  

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 185,229,000

計 185,229,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 142,178,939 142,178,939
東京証券取引所
市場第一部

―

計 142,178,939 142,178,939 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 第１回新株予約権 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

 
(注)１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

 
 また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

   

株主総会の特別決議日（平成16年6月25日）

中間会計期間末現在 

（平成19年9月30日）

提出日の前月末現在 

（平成19年11月30日）

新株予約権の数（個） 1,669 (注)1 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,669,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり236 (注)2 同左

新株予約権の行使期間
平成18年7月 1日から 

平成21年6月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 236

資本組入額 118
同左

新株予約権の行使の条件

１．新株予約権者は、権利行使

時においても、当社又は当社

の子会社若しくは関連会社

（「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則」

に定める子会社及び関連会社

とする。）の取締役及び監査

役若しくは従業員の地位にあ

ることを要する。

２．新株予約権の相続はこれを

認めない。

３．その他の権利行使の条件

は、当社取締役会において決

定するものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、当

社取締役会の承認を要するもの

とする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 

関する事項
― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

調整後払込金額＝調整前払込金額 ×
既発行株式数 ＋

新株発行(処分)株式数×1株当たり払込金額

1株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新株発行(処分)株式数



② 第２回新株予約権 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

 
(注)１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

 
 また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日（平成17年6月24日）

中間会計期間末現在 

（平成19年9月30日）

提出日の前月末現在 

（平成19年11月30日）

新株予約権の数（個） 1,826 (注)1 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,826,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり233 (注)2 同左

新株予約権の行使期間
平成19年7月 1日から 

平成22年6月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 233

資本組入額 117
同左

新株予約権の行使の条件

１．新株予約権者は、権利行使

時においても、当社又は当社

の子会社若しくは関連会社

（「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則」

に定める子会社及び関連会社

とする。）の取締役及び監査

役若しくは従業員の地位にあ

ることを要する。

２．新株予約権の相続はこれを

認めない。

３．その他の権利行使の条件

は、当社取締役会において決

定するものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、当

社取締役会の承認を要するもの

とする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 

関する事項
― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

調整後払込金額＝調整前払込金額 ×
既発行株式数 ＋

新株発行(処分)株式数×1株当たり払込金額

1株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新株発行(処分)株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １．上記の所有株式数のうち、信託業務に係わる株式数は、次のとおりであります。 

 
２．当社は、自己株式8,806,750株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.2％）を保有しております

が、上記大株主からは除外しております。 

３．シチズン時計株式会社は、平成19年４月１日付でシチズンホールディングス株式会社へ社名変更しており

ます。 

４．所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。 

  

年月日
発行済株式
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)
平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

－ 142,178 － 12,372 － 13,419

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数の 
割合(％)

シチズンホールディングス 
株式会社

東京都西東京市田無町６丁目１－１２ 19,717 13.9

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１丁目１８－６ 8,412 5.9

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 7,358 5.2

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４－１ 6,637 4.7

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－３３ 4,000 2.8

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 3,432 2.4

株式会社武蔵野銀行 埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目１０番地８ 2,171 1.5

日本マスタートラスト  
信託銀行株式会社

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 1,786 1.3

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 1,295 0.9

株式会社北洋銀行 北海道札幌市中央区大通西３丁目１１ 1,102 0.8

計 ― 55,913 39.3

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,786千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,295千株



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が26,000株(議決権26個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式数」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が750株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権1個)あります。

なお、当該株式数は上記「① 発行済株式」の「完全議決権株式数(その他)」欄に含まれております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  8,806,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 131,832,000 131,832 ―

単元未満株式 普通株式  1,540,939 ― ―

発行済株式総数 142,178,939 ― ―

総株主の議決権 ― 131,832 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

(自己保有株式) 
リズム時計工業㈱

埼玉県さいたま市大宮区
北袋町一丁目299番地12

8,806,000 ― 8,806,000 6.2

計 ― 8,806,000 ― 8,806,000 6.2

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 183 179 184 187 181 170

最低(円) 171 163 166 175 155 152



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

  

役職の異動 

 
  

  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
時計事業部営業本部
副本部長兼営業管理
室長

取締役
時計事業部営業本部
副本部長

湯本 武夫 平成19年10月１日

取締役
時計事業部営業本部
副本部長

取締役
時計事業部営業本部
副本部長兼営業管理
室長

湯本 武夫 平成19年12月１日

取締役
内部監査室長、管理
本部長兼管理本部シ
ステム部長

取締役
管理本部長兼管理本
部企画総務部長

笠間 達雄 平成19年12月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）及び前中間会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表

並びに中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 6,934 5,654 7,781

 ２ 受取手形及び売掛金 ※２ 8,830 7,419 8,187

 ３ 有価証券 ― 2,900 ―

 ４ たな卸資産 7,333 6,725 6,824

 ５ 前払費用 164 119 104

 ６ 繰延税金資産 224 112 208

 ７ その他 ※１ 1,764 1,803 2,021

   貸倒引当金 △21 △31 △17

   流動資産合計 25,230 56.3 24,704 55.2 25,111 55.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 7,655 7,602 7,886

    減価償却累計額 5,522 2,132 5,318 2,283 5,740 2,146

  (2) 機械装置及び運搬具 6,679 6,629 6,595

    減価償却累計額 5,242 1,437 5,310 1,319 5,273 1,322

  (3) 工具・器具及び備品 8,737 7,671 8,344

    減価償却累計額 7,818 919 6,958 713 7,592 751

  (4) 土地 1,661 1,654 1,661

  (5) 建設仮勘定 203 168 288

   有形固定資産合計 6,353 14.2 6,139 13.7 6,170 13.8

 ２ 無形固定資産 434 1.0 284 0.6 240 0.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 10,364 11,236 11,043

  (2) 長期貸付金 0 105 0

  (3) 破産債権・更生債権 
        その他これらに準ず 
        る債権

27 26 26

  (4) 信託建物及び構築物 1,120 1,120 1,120

    減価償却累計額 459 660 497 623 479 641

  (5) 信託土地 33 33 33

  (6) 信託無形固定資産 10 9 9

  (7) 繰延税金資産 10 9 9

  (8) 前払年金費用 307 479 343

  (9) その他 1,366 1,242 1,311

    貸倒引当金 △28 △128 △27

   投資その他の資産合計 12,752 28.5 13,637 30.5 13,393 29.8

   固定資産合計 19,541 43.7 20,061 44.8 19,804 44.1

   資産合計 44,771 100.0 44,766 100.0 44,915 100.0



 

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※２ 4,440 3,681 3,439

 ２ 未払金 865 701 884

 ３ 未払費用 264 282 342

 ４ 未払法人税等 176 279 252

 ５ 繰延税金負債 2 1 3

 ６ 賞与引当金 146 185 145

 ７ その他 ※１ 171 191 184

   流動負債合計 6,066 13.5 5,322 11.9 5,252 11.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 0 0 0

 ２ 繰延税金負債 2,212 2,335 2,278

 ３ 退職給付引当金 23 226 20

 ４ 役員退職慰労引当金 20 8 13

 ５ その他 782 733 758

   固定負債合計 3,038 6.8 3,303 7.4 3,071 6.8

   負債合計 9,105 20.3 8,626 19.3 8,324 18.5

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 12,372 12,372 12,372

 ２ 資本剰余金 17,837 17,837 17,837

 ３ 利益剰余金 3,196 3,977 4,033

 ４ 自己株式 △1,021 △1,488 △1,028

  株主資本合計 32,385 72.4 32,699 73.0 33,215 74.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券
   評価差額金

3,256 3,439 3,356

 ２ 為替換算調整勘定 24 0 18

   評価・換算差額等合計 3,280 7.3 3,439 7.7 3,375 7.5

   純資産合計 35,666 79.7 36,139 80.7 36,590 81.5

   負債純資産合計 44,771 100.0 44,766 100.0 44,915 100.0



② 【中間連結損益計算書】 
  

 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 15,746 100.0 15,173 100.0 31,918 100.0

Ⅱ 売上原価 12,338 78.4 11,683 77.0 24,733 77.5

   売上総利益 3,407 21.6 3,489 23.0 7,185 22.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 3,557 22.6 3,457 22.8 7,203 22.6

   営業利益又は 
      営業損失(△)

△149 △1.0 31 0.2 △17 △0.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 31 46 74

 ２ 受取配当金 63 80 104

 ３ 賃貸収入 87 94 182

 ４ 信託収入 98 98 197

 ５ 為替差益 ― ― 36

 ６ その他の営業外収益 93 375 2.4 119 439 2.9 134 729 2.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 6 4 12

 ２ 出向費用 35 34 78

 ３ 賃貸費用 29 31 49

 ４ 信託費用 38 36 76

 ５ 為替差損 3 41 ―

 ６ 保険関連支出 ― ― 56

 ７ その他の営業外費用 41 154 1.0 46 195 1.3 132 406 1.2

   経常利益 70 0.4 276 1.8 305 1.0

Ⅵ 特別利益 

 １ 固定資産売却益 ※２ 27

 

 

 

  175 27

 ２ 投資有価証券売却益 2 3 2

 ３ 関係会社清算益 ― ― 1,292

 ４ 貸倒引当金戻入益 ― ― 4

 ５ 保険差益 ※４ ― 333 ―

 ６ その他の特別利益 2 32 0.2 ― 511 3.4 ― 1,327 4.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※３ 11 38 232

 ２ 投資有価証券評価損 10 2 10

 ３ たな卸資産処分損 ― ― 244

 ４ 退職給付費用 ― 97 ―

 ５ 貸倒引当金繰入額 ― 21 0.1 100 239 1.6 ― 486 1.5

   税金等調整前 
      中間(当期)純利益

81 0.5 548 3.6 1,146 3.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

119 254 330

   過年度法人税等 
      戻入額

△98 △15 △98

   法人税等調整額 △51 △31 △0.2 93 333 2.2 △35 195 0.6

   中間(当期)純利益 113 0.7 215 1.4 950 3.0



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 12,372 17,837 3,361 △1,012 32,558

中間連結会計期間中の変動額

 利益処分による利益配当 △272 △272

 利益処分による役員賞与 △5 △5

 中間純利益 113 113

 自己株式の処分 0 0 0

 自己株式の取得 △8 △8

 株主資本以外の項目の中間連結
 会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
― 0 △165 △8 △173

平成18年９月30日残高(百万円) 12,372 17,837 3,196 △1,021 32,385

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算 
調整勘定

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,512 9 3,521 36,080

中間連結会計期間中の変動額

 利益処分による利益配当 △272

 利益処分による役員賞与 △5

 中間純利益 113

 自己株式の処分 0

 自己株式の取得 △8

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△255 14 △240 △240

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△255 14 △240 △414

平成18年９月30日残高(百万円) 3,256 24 3,280 35,666



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 12,372 17,837 4,033 △1,028 33,215

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △272 △272

 中間純利益 215 215

 自己株式の処分 0 0 0

 自己株式の取得 △459 △459

 株主資本以外の項目の中間連結
 会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― 0 △56 △459 △515

平成19年９月30日残高(百万円) 12,372 17,837 3,977 △1,488 32,699

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算 
調整勘定

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,356 18 3,375 36,590

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △272

 中間純利益 215

 自己株式の処分 0

 自己株式の取得 △459

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

82 △17 64 64

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

82 △17 64 △451

平成19年９月30日残高(百万円) 3,439 0 3,439 36,139



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 12,372 17,837 3,361 △1,012 32,558

連結会計年度中の変動額

 利益処分による利益配当 △272 △272

 利益処分による役員賞与 △5 △5

 当期純利益 950 950

 自己株式の処分 0 0 0

 自己株式の取得 △16 △16

 株主資本以外の項目の連結
 会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
― 0 672 △15 656

平成19年３月31日残高(百万円) 12,372 17,837 4,033 △1,028 33,215

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算 
調整勘定

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,512 9 3,521 36,080

連結会計年度中の変動額

 利益処分による利益配当 △272

 利益処分による役員賞与 △5

 当期純利益 950

 自己株式の処分 0

 自己株式の取得 △16

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△156 9 △146 △146

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△156 9 △146 510

平成19年３月31日残高(百万円) 3,356 18 3,375 36,590



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
   税金等調整前中間(当期)純利益 81 548 1,146
   減価償却費 642 569 1,398
   貸倒引当金の増加（△は減少）額 △8 115 △14
   退職給付引当金の 
   増加（△は減少）額

△24 70 △62

   役員退職慰労引当金の減少額 △5 △5 △12
   賞与引当金の増加(△は減少)額 △259 39 △260
   受取利息及び受取配当金 △95 △126 △179
   支払利息 6 4 12
   為替差損益 △0 23 0
   固定資産売却益 △27 △175 △27
   固定資産処分損 11 38 232
   投資有価証券評価損 10 2 10
   投資有価証券売却益 △2 △3 △2
   関係会社清算益 ― ― △1,292
   保険差益 ― △333 ―
   売上債権の減少額 990 750 1,631
   たな卸資産の減少（△は増加）額 △917 80 △409
   仕入債務の増加(△は減少)額 234 243 △765
   未払消費税等の増加(△は減少)額 19 △3 43
   その他の資産の増加額 △349 △111 △358
   その他の負債の減少額 △341 △23 △370
   役員賞与の支払額 △5 ― △5
    小計 △41 1,705 715
   利息及び配当金の受取額 88 115 169
   利息の支払額 △6 △4 △ 12
   保険収入 ― 820 ―
   法人税等の支払額 △116 △203 △ 214
   営業活動によるキャッシュ・フロー △75 2,433 658
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
   預金の預入による支出 △191 ― △ 191
   預金の払出による収入 ― ― 132
   有形固定資産の取得による支出 △794 △1,061 △ 1,392
   有形固定資産の売却による収入 406 185 459
   無形固定資産の取得による支出 △188 △32 △ 327
   投資有価証券の取得による支出 △227 △51 △ 923
   投資有価証券の売却等による収入 52 44 123
   関係会社の清算による収入 ― ― 1,406
   貸付金の回収による収入 6 3 12
   その他 △23 △0 △0
   投資活動によるキャッシュ・フロー △959 △913 △ 701
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
   長期借入金の返済による支出 △0 △0 △0
   自己株式の取得による支出 △8 △459 △ 16
   自己株式の売却による収入 0 0 1
   配当金の支払額 △272 △269 △ 272
   財務活動によるキャッシュ・フロー △280 △728 △ 287
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △16 △ 6
Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加(△は減少)額

△1,317 775 △ 337

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 7,942 7,605 7,942
Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

6,625 8,380 7,605



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す
る事項

 子会社である東北リズム
㈱・茨城リズム㈱・長野リ
ズム㈱・リズムサービス
㈱・リズム開発㈱・㈱アー
ルスタッフ・
RHYTHM U.S.A.,INC.・ 
RHYWACO (H.K.) CO.,LTD.・ 
RHYTHM INDUSTRIAL (H.K.) 
LTD.・ RHYTHM PRECISION 
(H.K.) LTD.・RHYKA VACUUM 
PLATING (H.K.) LTD.・ 
RHYTHM PRECISION VIETNAM 
CO.,LTD.の12社は全て連結
の範囲に含まれておりま
す。

 子会社である東北リズム
㈱・茨城リズム㈱・長野リ
ズム㈱・リズムサービス
㈱・リズム開発㈱・㈱アー
ルスタッフ・
RHYTHM U.S.A.,INC.・ 
RHYWACO (H.K.) CO.,LTD.・ 
RHYTHM INDUSTRIAL (H.K.) 
LTD.・ RHYTHM PRECISION 
(H.K.) LTD.・RHYKA VACUUM 
PLATING (H.K.) LTD.・ 
RHYTHM PRECISION VIETNAM 
CO.,LTD.の12社は全て連結
の範囲に含まれておりま
す。
 なお、長野リズム(株)
は、当中間連結会計期間末
において、清算手続き中で
あります。

 子会社である東北リズム
㈱・茨城リズム㈱・長野リ
ズム㈱・リズムサービス
㈱・リズム開発㈱・㈱アー
ルスタッフ・
RHYTHM U.S.A.,INC.・ 
RHYWACO (H.K.) CO.,LTD.・ 
RHYTHM INDUSTRIAL (H.K.) 
LTD.・ RHYTHM PRECISION 
(H.K.) LTD.・RHYKA VACUUM 
PLATING (H.K.) LTD.・ 
RHYTHM PRECISION VIETNAM 
CO.,LTD.の12社は全て連結
の範囲に含まれておりま
す。

２ 持分法の適用に関
する事項

 関連会社であるKOREA 
RHYTHM LTD.は中間純損益
(持分に見合う額)及び利益
剰余金(持分に見合う額)等
に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としてもその
影響の重要性がないため、
持分法の適用から除外して
おります。
 なお、CYGNUS TIME INC.
については当社が議決権の
50％を所有しております
が、同社は現地法(韓国)の
規定により清算手続きを開
始しており、同社の財務及
び経営方針に対し重要な影
響を与えることができない
ため、関連会社の範囲から
除いております。

 関連会社であるKOREA 
RHYTHM LTD.は中間純損益
(持分に見合う額)及び利益
剰余金(持分に見合う額)等
に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としてもその
影響の重要性がないため、
持分法の適用から除外して
おります。

 関連会社であるKOREA 
RHYTHM LTD.は当期純損益
(持分に見合う額)及び利益
剰余金(持分に見合う額)等
に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としてもその
影響の重要性がないため、
持分法の適用から除外して
おります。
 なお、前連結会計年度ま
で、当社が議決権の50％を
保有しているものの、現地
法（韓国）の規定により清
算手続きを開始しており、
かつ、同社の財務及び経営
方針に対して重要な影響を
与えることができないた
め、関連会社の範囲から除
い て お り ま し た CYGNUS 
TIME INC.は、当連結会計
年度において清算が結了し
ております。

３ 連結子会社の中間
決算日(決算日)等
に関する事項

 連結子会社の中間決算日
は、すべて当社と同一であ
ります。

同左  連結子会社の決算日は、
すべて当社と同一でありま
す。

４ 会計処理基準に
関する事項

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券

・時価のあるもの
中間連結会計期間末

日の市場価格等に基づく
時価法(評価差額につい
ては、全部純資産直入法
により処理し、売却原価
は移動平均法により算
定)によっております。

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券

・時価のあるもの
同左

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券

・時価のあるもの
連結会計年度末日の

市場価格等に基づく時
価法(評価差額につい
ては、全部純資産直入
法により処理し、売却
原価は移動平均法によ
り算定)によっており
ます。

・時価のないもの
移動平均法による原

価法によっております。

・時価のないもの
同左

・時価のないもの
同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

② デリバティブ

――――――

② デリバティブ

時価法によっており

ます。

② デリバティブ

同左

③ たな卸資産

主として先入先出法

による低価法で評価して

おります。

③ たな卸資産

同左

③ たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産

主として定率法によ

っております。なお、耐

用年数及び残存価額につ

いては、主に法人税法に

規定する方法と同一の基

準によっております。た

だし、当社及び国内連結

子会社については、平成

10年4月1日以降取得した

建物(建物附属設備を除

く)については、定額法

によっております。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産

同左

② 無形固定資産

定額法によっており

ます。

ただし、ソフトウエ

ア(自社利用分)について

は、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定

額法によっております。

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を勘案し、回収不

能見込額を計上してお

ります。

(3) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

連結子会社において

は、従業員の賞与の支

払いに備えるため、支

給見込額に基づき計上

しております。

② 賞与引当金

連結子会社において

は、従業員の賞与の支

払いに備えるため、支

給見込額に基づき計上

しております。

② 賞与引当金

連結子会社において

は、従業員の賞与の支

払いに備えるため、支

給見込額に基づき計上

しております。



  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（追加情報）

連結子会社１社にお

いては、業績連動型賞

与制度を採用してお

り、業績連動に伴う負

担が発生したことによ

り、当該部分を賞与引

当金に含めて計上して

おります。これによ

り、営業利益、経常利

益及び税金等調整前中

間純利益が41百万円減

少しております。

③ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。

 数理計算上の差異に

ついては、各連結会計

年度の発生時における

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(主に13年)による定額

法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結

会計年度より費用処理

しております。

③ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。

 数理計算上の差異に

ついては、各連結会計

年度の発生時における

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(主に13年)による定額

法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結

会計年度より費用処理

しております。

③ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

連結会計年度末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。

 数理計算上の差異に

ついては、各連結会計

年度の発生時における

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(主に13年)による定額

法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結

会計年度より費用処理

しております。

④ 役員退職慰労引当金

連結子会社において

は、役員の退職慰労金

の支出に備えて、内規

に基づく中間連結会計

期 間 末 要 支 給 額 の

100％相当額を計上し

ております。

④ 役員退職慰労引当金

同左

④ 役員退職慰労引当金

 連結子会社において

は、役員の退職慰労金

の支出に備えて、内規

に基づく連結会計年度

末要支給額の100％相

当額を計上しておりま

す。



  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（追加情報）

 役員退職慰労金制度

を採用していた連結子

会社においては、平成

18年５月又は６月に開

催された各社の定時株

主総会において、役員

退職慰労金制度の廃止

及び同総会までの在任

期間にかかる退職慰労

金を退任時に支給する

ことを決定したことに

より、制度廃止以降繰

入を実施しておりませ

ん。

―――――
（追加情報）

 役員退職慰労金制度

を採用していた連結子

会社においては、平成

18年５月又は６月に開

催された各社の定時株

主総会において、役員

退職慰労金制度の廃止

及び同総会までの在任

期間にかかる退職慰労

金を退任時に支給する

ことを決定したことに

より、制度廃止以降繰

入を実施しておりませ

ん。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準

 外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。な

お、在外子会社等の資産

及び負債、収益及び費用

は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は「純資産

の部」における為替換算

調整勘定に含めておりま

す。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準

同左

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準

 外貨建金銭債権債務

は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。なお、

在外子会社等の資産及び

負債、収益及び費用は、

決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算

差額は「純資産の部」に

おける為替換算調整勘定

に含めております。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左



  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項

① 消費税等の会計処理

方法

消費税等の会計処理

は、税抜方式によって

おります。

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項

① 消費税等の会計処理

方法

同左

(6) その他連結財務諸表作

成のための基本となる重

要な事項

① 消費税等の会計処理

方法

同左

５ 中間連結キャッ

シュ・フロー計

算書(連結キャッ

シュ・フロー計

算書)における資

金の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３カ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３カ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。



会計処理の変更 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 役員賞与に関する会計基準

当中間連結会計期間から「役員

賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第4号）を適用してお

ります。

これによる損益に与える影響は

ありません。

―――――

１ 役員賞与に関する会計基準

当連結会計年度から「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第4号）を適用しており

ます。

これによる損益に与える影響は

ありません。

２ 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等

当中間連結会計期間から「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月9日 企業会計基

準第5号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月9日 企業会計基

準適用指針第8号）を適用しており

ます。

これによる損益に与える影響は

ありません。

なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は35,666百万円

です。

中間連結財務諸表規則の改正に

より、当中間連結会計期間におけ

る中間連結財務諸表は、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成

しております。

―――――

２ 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等

当連結会計年度から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月9日 企業会計基準第

5号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月9日 企業会計基準適

用指針第8号）を適用しておりま

す。

これによる損益に与える影響は

ありません。

なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は36,590百万円

です。

連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連結

財務諸表は、改正後の連結財務諸

表規則により作成しております。

―――――

１ 退職給付に関する会計基準

退職給付債務の算定方法につい

て、連結子会社１社において、当

中間連結会計期間から、簡便法か

ら原則法に変更しております。こ

の変更は、より合理的な数理計算

による退職給付債務の算定を行う

ことにより、適切な引当金の計上

及び期間損益の適正化を図ること

を目的としております。 

 この変更により、従来の方法に

比べて、営業利益及び経常利益は

14百万円増加し、税金等調整前当

期純利益は83百万円減少しており

ます。なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数によ

る定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度より費

用処理することとしております。

簡便法から原則法への変更による

差額97百万円については、当中間

連結会計期間に一括して特別損失

に計上しております。

―――――



表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

――――― （連結貸借対照表）

前中間連結会計期間及び前連結会計年度において

「現金及び預金」に含めておりました譲渡性預金は、

会計制度委員会報告第14号「金融商品会計に関する実

務指針」（平成19年７月４日）及び日本公認会計士協

会会計制度委員会「金融商品会計に関するＱ＆Ａ」

（平成19年11月６日）において有価証券として取り扱

うこととされたため、当中間連結会計期間より「有価

証券」として表示しております。 

 なお、譲渡性預金の残高は、前中間連結会計期間は

3,800百万円、当中間連結会計期間は2,900百万円、前

連結会計年度は2,900百万円であります。



追加情報 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 賞与支給対象期間の変更

当社は、従来、毎年4月から9月

までを支給対象期間とする賞与に

ついては当該期間直後の12月中に

支給し、毎年10月から翌年3月ま

でを支給対象期間とする賞与につ

いては当該期間直後の6月中に支

給しておりましたが、平成18年4

月1日より、毎年4月から9月まで

を支給対象期間とする賞与につい

ては当該期間内の6月中、毎年10

月から翌年3月までを支給対象期

間とする賞与については当該期間

内の12月中に前払いする方法に変

更しております。

――――― １ 賞与支給対象期間の変更

当社は、従来、毎年4月から9月

までを支給対象期間とする賞与に

ついては当該期間直後の12月中に

支給し、毎年10月から翌年3月ま

でを支給対象期間とする賞与につ

いては当該期間直後の6月中に支

給しておりましたが、平成18年4

月1日より、毎年4月から9月まで

を支給対象期間とする賞与につい

ては当該期間内の6月中、毎年10

月から翌年3月までを支給対象期

間とする賞与については当該期間

内の12月中に前払いする方法に変

更しております。

――――― ――――― ２ 関連会社の清算

清算手続き中でありました当社

の関連会社であるCYGNUS  TIME 

INC.につきまして、平成18年11月

17日に清算株主総会が開催され、

清算が結了致しました。これによ

る特別利益を「関係会社清算益」

として1,292百万円計上しており

ます。 

 CYGNUS TIME INC.の概要 

 所在地 ：仁川広域市富平区山 

      谷洞137の2 

      （大韓民国） 

 代表者 ：共同代表清算人 

      西川昭、韓吉愚 

 資本金 ：316百万ウォン 

 株主構成：リズム時計工業株式 

      会社50.0％ 

      平昌産業株式会社 

      （韓国）42.5％ 

      個人株主（韓国） 

      7.5％



  

 
  
  
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――― ――――― ３ 連結子会社の解散

平成19年３月22日開催の当社取

締役会において、連結子会社であ

る長野リズム株式会社を平成19年

３月31日付で解散することを決議

しております。なお、当該連結子

会社の解散及び清算による影響額

は、当連結会計年度の業績に織り

込んでおります。 

 長野リズム株式会社の概要 

 所在地  ：長野県上伊那郡箕 

       輪町大字中箕輪 

       12265番地1 

 代表者  ：上垣外 茂樹 

 設立年月日：1969年7月14日 

 資本金  ：1億円 

 株主構成 ：リズム時計工業 

       株式会社100％ 

 事業の内容：時計および木工製 

       品の製造販売



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 消費税等の取扱い

仮払消費税等と仮受消費税等は相

殺して、流動資産及び流動負債の

「その他」に含めて表示しておりま

す。

※１ 消費税等の取扱い

仮払消費税等と仮受消費税等は相

殺して、流動負債の「その他」に含

めて表示しております。

※１ 消費税等の取扱い

―――――

 

※２ 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理し

ております。

なお、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休日であったため、

次の中間連結会計期間末日満期手

形が中間連結会計期間末残高から

除かれております。

受取手形 64百万円

※２ 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理し

ております。

なお、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休日であったため、

次の中間連結会計期間末日満期手

形が中間連結会計期間末残高から

除かれております。

受取手形 35百万円

支払手形 258百万円
 

※２ 連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、満期日に決済

が行われたものとして処理してお

ります。

なお、当連結会計年度末日が金

融機関の休日であったため、次の

連結会計年度末日満期手形が連結

会計年度末残高から除かれており

ます。

受取手形 96百万円

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。

百万円

梱包費・運送費 419

広告宣伝費 228

支払手数料 327

退職給付費用 57

役員退職慰労引当金 
繰入額

3

給料 1,108

賞与引当金繰入額 26

賞与 151

旅費・通信費 125

減価償却費 17

賃借料 285

貸倒引当金繰入額 －

百万円

梱包費・運送費 382

広告宣伝費 190

支払手数料 320

退職給付費用 74

役員退職慰労引当金
繰入額

―

給料 1,321

賞与引当金繰入額 32

賞与 206

旅費・通信費 145

減価償却費 34

賃借料 292

貸倒引当金繰入額 16

百万円

梱包費・運送費 868

広告宣伝費 434

支払手数料 677

退職給付費用 114

役員退職慰労引当金 
繰入額

3

給料 2,199

賞与引当金繰入額 30

賞与 342

旅費・通信費 252

減価償却費 37

賃借料 561

貸倒引当金繰入額 ―

※２ 固定資産売却益の発生原因

 土地、建物等の売却処分によ

るものであります。

※２ 固定資産売却益の発生原因

 土地、建物等の売却処分によ

るものであります。

※２ 固定資産売却益の発生原因

 土地、建物等の売却によるも

のであります。

※３ 固定資産処分損の発生原因

 工具、器具、備品及び機械装

置等の除却処分によるものであ

ります。

※３ 固定資産処分損の発生原因

 工具、器具、備品及び機械装

置等の除却処分によるものであ

ります。

※３ 固定資産処分損の発生原因

 工具、器具、備品及び機械装

置及び無形固定資産等の除却処

分によるものであります。



  

 
  

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    40,714株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少    1,699株 

  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※４    ―――――

 

※４ 保険差益

 連結子会社である茨城リズム

株式会社において、平成19年５

月13日に発生しました火災事故

に係る損害保険金受領額から損

失額を控除した額を計上してお

り、その内訳は次のとおりであ

ります。

火災保険金収入 820百万円

火災損失

 たな卸資産 73百万円

 建物及び構築物 231百万円

 有形固定資産その他 152百万円

 撤去費用 30百万円

 小計 487百万円

保険差益 333百万円

※４    ―――――

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 142,178,939 ― ― 142,178,939

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 6,086,397 40,714 1,699 6,125,412

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 272 2.00 平成18年３月31日 平成18年６月26日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 市場買付による増加         2,600,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加    46,381株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少    2,814株 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加        82,651株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少       5,865株 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 142,178,939 ― ― 142,178,939

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 6,163,183 2,646,381 2,814 8,806,750

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月22日 
定時株主総会

普通株式 272 2.00 平成19年３月31日 平成19年６月25日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 142,178,939 ― ― 142,178,939

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 6,086,397 82,651 5,865 6,163,183

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 272 2.00 平成18年３月31日 平成18年６月26日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月22日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 272 2.00 平成19年３月31日 平成19年６月25日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,934百万円

預入れ期間が３ヶ月
を超える定期預金

△309百万円

現金及び現金同等物 
の中間期末残高

6,625百万円

 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,654百万円

有価証券勘定
（譲渡性預金）

2,900百万円

預入れ期間が３ヶ月
を超える定期預金

△174百万円

現金及び現金同等物
の中間期末残高

8,380百万円
 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金勘定 7,781百万円

預入れ期間が３ヶ月
を超える定期預金

△176百万円

現金及び現金同等物 
の期末残高

7,605百万円

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)
機械装置 
及び 
運搬具

619 241 378

工具・ 
器具及び 
備品等

827 432 395

合計 1,447 673 774

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)
機械装置 
及び 
運搬具

651 325 326

工具・ 
器具及び 
備品等

881 497 384

合計 1,533 822 710

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

666 284 382

工具・
器具及び 
備品等

865 456 409

合計 1,532 740 791

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 292百万円

１年超 496百万円

合計 789百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 279百万円

１年超 446百万円

合計 725百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 297百万円

１年超 509百万円

合計 807百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 161百万円

減価償却費相当額 146百万円

支払利息相当額 15百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 173百万円

減価償却費相当額 158百万円

支払利息相当額 13百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 339百万円

減価償却費相当額 308百万円

支払利息相当額 31百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(6) 減損損失

 リース資産に配分された減損損

失がないため、項目等の記載は省

略しております。

(6) 減損損失

同左

(6) 減損損失

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

減損処理にあたっては、中間連結会計期間末日における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合に減損処
理を行うこととしております。なお、当中間連結会計期間末におきましては該当するものはありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

減損処理にあたっては、中間連結会計期間末日における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合に減損処
理を行うこととしております。なお、当中間連結会計期間において減損処理を行い投資有価証券評価損０百万
円を計上しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
(注) 時価評価されていない主な有価証券の減損処理にあたっては、中間連結会計期間末日における実質価額が取得

原価に比べ30％以上下落した場合に減損処理を行うこととしております。なお、当中間連結会計期間において
減損処理を行い投資有価証券評価損２百万円を計上しております。 

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 2,831 8,235 5,403

② その他 592 651 58

合計 3,424 8,886 5,462

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

① その他有価証券

非上場株式 1,225

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 220

合計 1,445

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 3,339 9,084 5,744

② その他 587 612 24

合計 3,927 9,697 5,769

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

① その他有価証券

   譲渡性預金 2,900

非上場株式 1,108

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 397

合計 4,406



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

減損処理にあたっては、連結会計年度末日における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合に減損処理を
行うこととしております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

通貨関連 
  

 
(注) 時価については、取引金融機関より提示されたものによっております。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

通貨関連 
  

 
(注) 時価については、取引金融機関より提示されたものによっております。 

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 3,352 8,921 5,569

② その他 527 587 60

合計 3,879 9,509 5,629

連結貸借対照表計上額
(百万円)

① その他有価証券

非上場株式 1,111

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 390

合計 1,501

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引

買建

米ドル 1,026 ― 1,027 1

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引

買建

米ドル 286 ― 293 6



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

  当連結グループの事業区分の方法は、製品・商品の機能及び種類により区分しております。 

２ 各事業区分の主要な商品 

 
３ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の管理部門に係る費

用であります。(637百万円) 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

  当連結グループの事業区分の方法は、製品・商品の機能及び種類により区分しております。 

２ 各事業区分の主要な商品 

 
３ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の管理部門に係る費

用であります。(647百万円) 

クロック事業 
(百万円)

電子部品
(機器類含む)
及び産業用 
機械類事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

6,655 7,552 1,538 15,746 ― 15,746

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

21 212 690 924 ( 924) ―

計 6,676 7,765 2,228 16,670 ( 924) 15,746

営業費用 6,793 7,131 2,256 16,182 ( 286) 15,895

営業利益又は営業損失（△） △117 633 △28 488 ( 637) △149

事業区分 主要商品

クロック事業 掛時計、置時計、デジタル時計、目覚時計、自動車用時計、設備時計、

タイマー、クロックムーブメント及び部分品

電子部品(機器類含む)及び 

産業用機械類事業

IC組立、自動車関連機器、映像関連機器、アミューズメント関連機器、

金型、産業用機械及び部分品

その他の事業 宝飾品、ウオッチ、物流サービス、訪問介護サービス

クロック事業 
(百万円)

電子部品
(機器類含む)
及び産業用 
機械類事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

6,381 7,174 1,617 15,173 ― 15,173

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

17 7 680 705 ( 705) ―

計 6,398 7,182 2,298 15,878 ( 705) 15,173

営業費用 6,428 6,465 2,304 15,199 (  57) 15,141

営業利益又は営業損失（△） △30 716 △6 679 ( 647) 31

事業区分 主要商品

クロック事業 掛時計、置時計、デジタル時計、目覚時計、自動車用時計、設備時計、

タイマー、クロックムーブメント及び部分品

電子部品(機器類含む)及び 

産業用機械類事業

IC組立、自動車関連機器、映像関連機器、アミューズメント関連機器、

金型、産業用機械及び部分品

その他の事業 宝飾品、ウオッチ、物流サービス、訪問介護サービス



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

  当連結グループの事業区分の方法は、製品・商品の機能及び種類により区分しております。 

２ 各事業区分の主要な商品 

 
３ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の管理部門に係る費

用であります。(1,270百万円) 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……香港 

(2) その他……アメリカ 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  

クロック事業 
(百万円)

電子部品
(機器類含む)
及び産業用 
機械類事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

14,160 14,575 3,182 31,918 ― 31,918

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

36 365 1,470 1,872 (1,872) ―

計 14,197 14,940 4,653 33,791 (1,872) 31,918

営業費用 14,141 13,776 4,621 32,538 (602) 31,936

営業利益又は営業損失（△） 56 1,164 31 1,252 (1,270) △17

事業区分 主要商品

クロック事業 掛時計、置時計、デジタル時計、目覚時計、自動車用時計、設備時計、

タイマー、クロックムーブメント及び部分品

電子部品(機器類含む)及び 

産業用機械類事業

IC組立、自動車関連機器、映像関連機器、アミューズメント関連機器、

金型、産業用機械及び部分品

その他の事業 宝飾品、ウオッチ、物流サービス、訪問介護サービス

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

14,218 835 691 15,746 ― 15,746

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

876 3,408 ― 4,285 ( 4,285) ―

計 15,095 4,243 691 20,031 ( 4,285) 15,746

営業費用 15,181 4,300 656 20,138 ( 4,242) 15,895

営業利益又は営業損失（△） △85 △56 35 △107 (   42) △149



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……香港 

(2) その他……アメリカ 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……香港 

(2) その他……アメリカ 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  
当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
(注) １．国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

①北 米・・・・・アメリカ 

②その他・・・・・香港、東南アジア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

13,503 1,117 552 15,173 ― 15,173

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,015 3,289 ― 4,304 ( 4,304) ―

計 14,518 4,407 552 19,478 ( 4,304) 15,173

営業費用 14,536 4,308 558 19,403 ( 4,261) 15,141

営業利益又は営業損失（△） △18 98 △5 74 (   42) 31

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

28,691 1,811 1,416 31,918 ― 31,918

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,920 6,416 ― 8,337 (8,337) ―

計 30,612 8,228 1,416 40,256 (8,337) 31,918

営業費用 30,620 8,277 1,331 40,229 (8,292) 31,936

営業利益又は営業損失（△） △8 △49 84 26 (   44) △17

北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 552 1,117 1,670

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― 15,173

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

3.6 7.4 11.0



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注) １．国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

①北 米・・・・・アメリカ 

②その他・・・・・香港、東南アジア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
  

  

北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,416 1,811 3,227

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― 31,918

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

4.4 5.7 10.1

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 262円15銭 １株当たり純資産額 270円97銭 １株当たり純資産額 269円02銭

１株当たり中間純利益 0円83銭 １株当たり中間純利益 1円59銭 １株当たり当期純利益 6円99銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在してい

ないため記載しておりません。 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在してい

ないため記載しておりません。 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在してい

ないため記載しておりません。 

 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

中間連結損益計算書上の中間純利益

113百万円

普通株式に係る中間純利益

113百万円

普通株式の期中平均株式数

136,076千株

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

中間連結損益計算書上の中間純利益

215百万円

普通株式に係る中間純利益

215百万円

普通株式の期中平均株式数

135,136千株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

連結損益計算書上の当期純利益

950百万円

普通株式に係る当期純利益

950百万円

普通株式の期中平均株式数

136,055千株

希薄化効果を有していないため、潜

在株式調整後１株当たり中間純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の

概要

第１回新株予約権 1,843個

潜在株式の数 1,843,000株

第２回新株予約権 1,955個

潜在株式の数 1,955,000株

希薄化効果を有していないため、潜

在株式調整後１株当たり中間純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の

概要

第１回新株予約権 1,669個

潜在株式の数 1,669,000株

第２回新株予約権 1,826個

潜在株式の数 1,826,000株

希薄化効果を有していないため、潜

在株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の

概要

第１回新株予約権 1,676個

潜在株式の数 1,676,000株

第２回新株予約権 1,828個

潜在株式の数 1,828,000株



(重要な後発事象) 

  

   
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 関連会社の清算

清算手続き中でありました当社

の関連会社であるCYGNUS  TIME 

INC.につきまして、平成18年11月

17日に清算株主総会が開催され、

配当金が確定致しました。これに

より、特別利益が10億円（邦貨概

算額）発生する見込みです。

――――― ―――――

CYGNUS TIME INC.の概要

所在地 ：仁川広域市富平区山

谷洞137の2（大韓民

国）

代表者 ：共同代表清算人 西川

昭、韓吉愚

資本金 ：316百万ウォン

株主構成：リズム時計工業株式

会社50.0％、平昌産

業株式会社(韓国)

42.5％、個人株主(韓

国)7.5％

――――― ――――― １ 平成19年５月13日に、連結子会

社である茨城リズム株式会社にお

いて火災が発生し、同社第二工場

棟、同棟内の機械設備及び製品等

が焼失いたしました。この被災に

より、焼失した資産の帳簿価格

は、406百万円で、当該資産には

保険が付されており、修繕費用等

も含めた実質損害額は現時点では

未確定であります。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,656 4,128 6,421

 ２ 受取手形 ※4 3,491 2,219 2,740

 ３ 売掛金 4,482 4,504 4,899

 ４ 有価証券 ― 2,900 ―

 ５ たな卸資産 5,733 4,961 5,092

 ６ 短期貸付金 1,538 1,192 1,746

 ７ その他 ※3 1,093 794 773

   貸倒引当金 △73 △35 △19

   流動資産合計 21,922 53.5 20,665 51.2 21,655 52.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1

  (1) 建物及び構築物 1,616 1,371 1,634

  (2) 機械及び装置 551 451 518

  (3) 工具、器具及び備品 804 668 704

  (4) 土地 1,658 1,669 1,675

  （5）その他 208 170 293

   有形固定資産合計 4,840 11.8 4,331 10.7 4,826 11.7

 ２ 無形固定資産 423 1.0 275 0.7 229 0.6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 10,287 11,147 10,951

  (2) その他 ※2 3,777 4,325 3,851

    貸倒引当金 △149 △345 △232

    投資損失引当金 △126 △30 △126

   投資その他の資産合計 13,789 33.7 15,096 37.4 14,444 35.1

   固定資産合計 19,053 46.5 19,703 48.8 19,500 47.4

   資産合計 40,975 100.0 40,368 100.0 41,155 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 512 257 419

 ２ 買掛金 2,420 1,881 1,854

 ３ 未払法人税等 53 30 60

 ４ 子会社整理損失引当金 ― ― 8

 ５ その他 ※3 1,212 1,005 1,238

   流動負債合計 4,197 10.2 3,173 7.9 3,581 8.7

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 2,195 2,303 2,158

 ２ 退職給付引当金 18 12 15

 ３ 信託預り金 686 638 662

 ４ その他 91 91 91

   固定負債合計 2,992 7.3 3,046 7.5 2,928 7.1

   負債合計 7,190 17.5 6,220 15.4 6,509 15.8

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 12,372 30.2 12,372 30.6 12,372 30.0

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 13,419 13,419 13,419

  (2) その他資本剰余金 4,418 4,418 4,418

    資本剰余金合計 17,837 43.6 17,837 44.2 17,837 43.4

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

   繰越利益剰余金 1,356 2,010 2,133

    利益剰余金合計 1,356 3.3 2,010 5.0 2,133 5.2

 ４ 自己株式 △1,021 △2.5 △1,488 △3.7 △1,028 △2.5

    株主資本合計 30,545 74.6 30,732 76.1 31,315 76.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 その他有価証券評価差額金 3,239 3,416 3,330

    評価・換算差額等 
    合計

3,239 7.9 3,416 8.5 3,330 8.1

    純資産合計 33,785 82.5 34,148 84.6 34,645 84.2

    負債純資産合計 40,975 100.0 40,368 100.0 41,155 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 12,129 100.0 10,862 100.0 24,511 100.0

Ⅱ 売上原価 9,680 79.8 8,684 79.9 19,401 79.2

   売上総利益 2,449 20.2 2,178 20.1 5,109 20.8

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

2,785 23.0 2,658 24.5 5,589 22.8

   営業損失 336 △2.8 480 △4.4 479 △2.0

Ⅳ 営業外収益 ※1 601 5.0 678 6.2 1,057 4.3

Ⅴ 営業外費用 ※2 218 1.8 274 2.5 451 1.8

   経常利益又は 
   経常損失（△）

47 0.4 △76 △0.7 126 0.5

Ⅵ 特別利益 ※3,6 29 0.2 470 4.3 1,340 5.5

Ⅶ 特別損失 ※4 27 0.2 158 1.4 521 2.1

   税引前中間 
   (当期)純利益

49 0.4 235 2.2 944 3.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

15 14 100

   過年度法人税等戻入額 △98 △15 △98

   法人税等調整額 △28 △112 △0.9 86 86 0.8 4 6 0.1

   中間(当期)純利益 161 1.3 148 1.4 938 3.8



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

 
  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 12,372 13,419 4,418 17,837 1,467 1,467 △1,012 30,664

中間会計期間中の変動額

 利益処分による利益配当 △272 △272 △272

 中間純利益 161 161 161

 自己株式の処分 0 0 0 0

 自己株式の取得 △8 △8

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― 0 0 △110 △110 △8 △119

平成18年９月30日残高(百万円) 12,372 13,419 4,418 17,837 1,356 1,356 △1,021 30,545

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,493 3,493 34,158

中間会計期間中の変動額

 利益処分による利益配当 △272

 中間純利益 161

 自己株式の処分 0

 自己株式の取得 △8

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
△253 △253 △253

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△253 △253 △372

平成18年９月30日残高(百万円) 3,239 3,239 33,785



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益 

剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 12,372 13,419 4,418 17,837 2,133 2,133 △1,028 31,315

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △272 △272 △272

 中間純利益 148 148 148

 自己株式の処分 0 0 0 0

 自己株式の取得 △459 △459

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― 0 0 △123 △123 △459 △582

平成19年９月30日残高(百万円) 12,372 13,419 4,418 17,837 2,010 2,010 △1,488 30,732

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,330 3,330 34,645

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △272

 中間純利益 148

 自己株式の処分 0

 自己株式の取得 △459

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
85 85 85

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
85 85 △497

平成19年９月30日残高(百万円) 3,416 3,416 34,148



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 12,372 13,419 4,418 17,837 1,467 1,467 △1,012 30,664

事業年度中の変動額

 利益処分による利益配当 △272 △272 △272

 当期純利益 938 938 938

 自己株式の処分 0 0 0 0

 自己株式の取得 △16 △16

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
― ― 0 0 665 665 △15 650

平成19年３月31日残高(百万円) 12,372 13,419 4,418 17,837 2,133 2,133 △1,028 31,315

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,493 3,493 34,158

事業年度中の変動額

 利益処分による利益配当 △272

 当期純利益 938

 自己株式の処分 0

 自己株式の取得 △16

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
△162 △162 △162

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
△162 △162 487

平成19年３月31日残高(百万円) 3,330 3,330 34,645



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連

会社株式

 移動平均法による原

価法によっておりま

す。

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連

会社株式

同左

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連

会社株式

同左

② その他有価証券

時価のあるもの

 中間会計期間末日の

市場価格等に基づく時

価法(評価差額につい

ては、全部純資産直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定)によっており

ます。

② その他有価証券

時価のあるもの

 同左

② その他有価証券

時価のあるもの

 期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額については、全部

純資産直入法により処

理し、売却原価は移動

平均法により算定)に

よっております。

時価のないもの 

 移動平均法による原

価法によっておりま

す。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

 先入先出法による低価

法によっております。

(2) たな卸資産

同左

(2) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

 定率法によっておりま

す。なお、耐用年数及び

残存価額については、法

人税法に規定する方法と

同一の基準によっており

ます。ただし、平成10年

４月１日以降取得した建

物(建物付属設備を除く)

については、定額法によ

っております。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

 定額法によっておりま

す。ただし、ソフトウエ

ア(自社利用分)について

は、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定

額法によっております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(主に13年)による定額

法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期より費

用処理しております。

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末にお

いて発生していると認め

られる額を計上しており

ます。

数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(主に13年)による定額

法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期より費

用処理しております。

(3) 投資損失引当金

子会社への投資に対す

る損失に備えるため、そ

の資産内容等を勘案して

計上しております。

(3) 投資損失引当金

同左

(3) 投資損失引当金

同左

(4) 子会社整理損失引当金

―――――

(4) 子会社整理損失引当金

―――――

(4) 子会社整理損失引当金

子会社の清算に係る損

失に備えるため、その資

産内容等を勘案して計上

しております。

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への

換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同左  外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引にかかる方

法に準じた会計処理によっ

ております。

同左 同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

 消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、

税抜処理方式によっており

ます。

 消費税等の会計処理方法

同左

 消費税等の会計処理方法

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 役員賞与に関する会計基準

当中間会計期間から「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第4号）を適用してお

ります。

これによる損益に与える影響は

ありません。

―――――

１ 役員賞与に関する会計基準

当事業年度から「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第4号）を適用しておりま

す。

これによる損益に与える影響は

ありません。

２ 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等

当中間会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月9日 企業会計基準

第5号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月9日 企業会計

基準適用指針第8号）を適用して

おります。

これによる損益に与える影響は

ありません。

なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は33,785百万円

です。

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間

財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しておりま

す。

―――――

２ 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等

当事業年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月9日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月9日 企業会計基準

適用指針第8号）を適用しており

ます。

これによる損益に与える影響は

ありません。

なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は34,645百万円

です。

財務諸表等規則の改正により、

当事業年度における財務諸表は、

改正後の財務諸表等規則により作

成しております。



表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

――――― （貸借対照表）

前中間会計期間及び前事業年度において「現金及び

預金」に含めておりました譲渡性預金は、会計制度委

員会報告第14号「金融商品会計に関する実務指針」

（平成19年７月４日）及び日本公認会計士協会会計制

度委員会「金融商品会計に関するＱ＆Ａ」（平成19年

11月６日）において有価証券として取り扱うこととさ

れたため、当中間会計期間より「有価証券」として表

示しております。 

 なお、譲渡性預金の残高は、前中間会計期間は

3,800百万円、当中間会計期間は2,900百万円、前事業

年度は2,900百万円であります。



追加情報 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 賞与支給対象期間の変更

当社は、従来、毎年4月から9月

までを支給対象期間とする賞与に

ついては当該期間直後の12月中に

支給し、毎年10月から翌年3月ま

でを支給対象期間とする賞与につ

いては当該期間直後の6月中に支

給しておりましたが、平成18年4

月1日より、毎年4月から9月まで

を支給対象期間とする賞与につい

ては当該期間内の6月中、毎年10

月から翌年3月までを支給対象期

間とする賞与については当該期間

内の12月中に前払いする方法に変

更しております。

――――― １ 賞与支給対象期間の変更

当社は、従来、毎年4月から9月

までを支給対象期間とする賞与に

ついては当該期間直後の12月中に

支給し、毎年10月から翌年3月ま

でを支給対象期間とする賞与につ

いては当該期間直後の6月中に支

給しておりましたが、平成18年4

月1日より、毎年4月から9月まで

を支給対象期間とする賞与につい

ては当該期間内の6月中、毎年10

月から翌年3月までを支給対象期

間とする賞与については当該期間

内の12月中に前払いする方法に変

更しております。

――――― ――――― ２ 関連会社の清算

清算手続き中でありました当社

の関連会社であるCYGNUS  TIME 

INC.につきまして、平成18年11月

17日に清算株主総会が開催され、

清算が結了致しました。これによ

る特別利益を「関係会社清算益」

として1,292百万円計上しており

ます。 

 CYGNUS TIME INC.の概要 

 所在地 ：仁川広域市富平区山 

      谷洞137の2 

      （大韓民国） 

 代表者 ：共同代表清算人 

      西川昭、韓吉愚 

 資本金 ：316百万ウォン 

 株主構成：リズム時計工業株式 

      会社50.0％ 

      平昌産業株式会社 

      （韓国）42.5％ 

      個人株主（韓国） 

      7.5％



  

 
  

  

  

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――― ――――― ３ 連結子会社の解散

平成19年３月22日開催の当社取

締役会において、連結子会社であ

る長野リズム株式会社を平成19年

３月31日付で解散することを決議

しております。なお、当該連結子

会社の解散及び清算による影響額

は、当事業年度の業績に織り込ん

でおります。 

 長野リズム株式会社の概要 

 所在地  ：長野県上伊那郡箕 

       輪町大字中箕輪 

       12265番地1 

 代表者  ：上垣外 茂樹 

 設立年月日：1969年7月14日 

 資本金  ：1億円 

 株主構成 ：リズム時計工業 

       株式会社100％ 

 事業の内容：時計および木工製 

       品の製造販売



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

15,281百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

13,968百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

15,133百万円

※２ 信託有形固定資産の減価償却

累計額

459百万円

※２ 信託有形固定資産の減価償却

累計額

497百万円

※２ 信託有形固定資産の減価償却

累計額

479百万円

※３ 消費税等の取扱い

仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺して、流動資産の「その

他」に含めて表示しておりま

す。

※３ 消費税等の取扱い

仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺して、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。

――――――

※４ 中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、満期

日に決済が行われたものとし

て処理しております。

なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が中間会計期間末残高

から除かれております。

受取手形 55百万円

※４ 中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、満期

日に決済が行われたものとし

て処理しております。

なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が中間会計期間末残高

から除かれております。

受取手形 34百万円

※４ 事業年度末日満期手形の会

計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処

理しております。

なお、当事業年度末日が金

融機関の休日であったため、

次の事業年度末日満期手形が

事業年度末残高から除かれて

おります。

受取手形 53百万円

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 28百万円

受取配当金 198百万円

有価証券利息 7百万円

賃貸収入 217百万円

信託収入 98百万円

為替差益 9百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 56百万円

受取配当金 241百万円

有価証券利息 12百万円

賃貸収入 208百万円

信託収入 98百万円

為替差益 ―

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 72百万円

受取配当金 238百万円

有価証券利息 19百万円

賃貸収入 442百万円

信託収入 197百万円

為替差益 25百万円

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 4百万円

賃貸費用 96百万円

信託費用 38百万円

出向費用 67百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 5百万円

賃貸費用 85百万円

信託費用 36百万円

出向費用 62百万円

為替差損 58百万円
 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 10百万円

賃貸費用 191百万円

信託費用 76百万円

出向費用 145百万円

 

※３ 特別利益の主要項目

土地及び建物等
固定資産売却益

26百万円

投資有価証券売
却益

2百万円

※３ 特別利益の主要項目

土地及び建物等
固定資産売却益

175百万円

投資有価証券売
却益

3百万円

投資損失引当金
戻入益

30百万円

保険差益 261百万円
 

※３ 特別利益の主要項目

土地及び建物等
固定資産売却益

26百万円

貸倒引当金 
戻入益

18百万円

投資有価証券売
却益

2百万円

関係会社
清算益

1,292百万円



  

 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※４ 特別損失の主要項目

金型及び機械 
装置等固定資産 
処分損

9百万円

投資有価証券評
価損

10百万円

投資損失引当金
繰入額

7百万円

 

※４ 特別損失の主要項目

金型及び機械
装置等固定資産
処分損

35百万円

投資有価証券評
価損

2百万円

関係会社株式
評価損

16百万円

貸倒引当金
繰入額

98百万円

子会社整理損失 5百万円
 

※４ 特別損失の主要項目

金型及び機械 
装置等固定資産 
処分損

230百万円

投資有価証券 
評価損

10百万円

投資損失引当金 
繰入額

7百万円

たな卸資産 
処分損

213百万円

子会社整理損失 59百万円

５  減価償却実施額

有形固定資産 376百万円

無形固定資産 2百万円

信託資産 20百万円

５  減価償却実施額

有形固定資産 260百万円

無形固定資産 14百万円

信託資産 18百万円

５  減価償却実施額

有形固定資産 822百万円

無形固定資産 7百万円

信託資産 40百万円

―――――

 

※６ 保険差益

連結子会社である茨城リズム

株式会社において、平成19年５

月13日に発生しました火災事故

に係る損害保険金受領額から損

失額を控除した額を計上してお

り、その内訳は次のとおりであ

ります。

火災保険金収入 624百万円

火災損失

 建物及び構築物 227百万円

 有形固定資産その他 104百万円

 撤去費用 30百万円

 小計 362百万円

保険差益 261百万円

―――――



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加     40,714株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少     1,699株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 市場買付による増加                   2,600,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加          46,381株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少         2,814株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加          82,651株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少         5,865株 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 6,086,397 40,714 1,699 6,125,412

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 6,163,183 2,646,381 2,814 8,806,750

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 6,086,397 82,651 5,865 6,163,183



(リース取引関係) 

  

 

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間会計期間(自平成19年４月１日

至平成19年９月30日)及び前事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)のいずれにおいても

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)
車両及び 
運搬具

145 72 73

工具・ 
器具及び 
備品等

499 292 206

合計 645 365 280

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)
車両及び 
運搬具 125 67 58

工具・ 
器具及び 
備品等

498 319 178

合計 623 387 236

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

車両及び
運搬具 124 66 57

工具・
器具及び 
備品等

512 291 221

合計 637 358 279

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 124百万円

１年超 160百万円

合計 285百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 96百万円

１年超 144百万円

合計 241百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 115百万円

１年超 168百万円

合計 283百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 72百万円

減価償却費相当額 68百万円

支払利息相当額 3百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 69百万円

減価償却費相当額 66百万円

支払利息相当額 2百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 147百万円

減価償却費相当額 140百万円

支払利息相当額 7百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(6) 減損損失

 リース資産に配分された減損損

失がないため、項目等の記載は省

略しております。

(6) 減損損失

同左

(6) 減損損失

同左



(重要な後発事象) 

  

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 関連会社の清算

清算手続き中でありました当社

の関連会社であるCYGNUS  TIME 

INC.につきまして、平成18年11月

17日に清算株主総会が開催され、

配当金が確定致しました。これに

より、特別利益が10億円（邦貨概

算額）発生する見込みです。

――――― ―――――

CYGNUS TIME INC.の概要

所在地 ：仁川広域市富平区山

谷洞137の2（大韓民

国）

代表者 ：共同代表清算人 西川

昭、韓吉愚

資本金 ：316百万ウォン

株主構成：リズム時計工業株式

会社50.0％、平昌産

業株式会社(韓国)

42.5％、個人株主(韓

国)7.5％

――――― ――――― １ 平成19年５月13日に、連結子会

社である茨城リズム株式会社にお

いて火災が発生し、同社第二工場

棟、同棟内の機械設備及び製品等

が焼失いたしました。この被災に

より、焼失した資産の帳簿価格

は、311百万円で、当該資産には

保険が付されており、修繕費用等

も含めた実質損害額は現時点では

未確定であります。



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度 第81期（自 平成18年４月1日 至 平成19年３月31日）平成19年６月25日関東財務局長に提出。 

  

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

   訂正報告書（上記（1）有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年11月12日関東財務局長に提出。 

  

（3）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成19年７月２日 至 平成19年７月31日）平成19年８月10日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成19年８月１日 至 平成19年８月31日）平成19年９月12日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成19年９月１日 至 平成19年９月30日）平成19年10月15日関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成18年12月20日

リズム時計工業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているリズム時計工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、リズム時計工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、清算手続き中であった関連会社であるCYGNUS TIME INC.につい

て、平成18年11月17日に清算株主総会が開催され、配当金が確定した。これにより、特別利益が10億円（邦

貨概算額）発生する見込みである。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鳥  居     明  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  櫻  井  紀  彰  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成19年12月19日

リズム時計工業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているリズム時計工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の

中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中

間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、リズム時計工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、連結子会社１社は、当中間連結会計期間より退職給付債務の計

算方法を簡便法から原則法へ変更した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鳥  居     明  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  櫻  井  紀  彰  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月20日

リズム時計工業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているリズム時計工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第81期事業年度の中間会計

期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、リズム時計工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、清算手続き中であった関連会社であるCYGNUS TIME INC.につい

て、平成18年11月17日に清算株主総会が開催され、配当金が確定した。これにより、特別利益が10億円（邦

貨概算額）発生する見込みである。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鳥  居     明  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  櫻  井  紀  彰  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月19日

リズム時計工業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているリズム時計工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第82期事業年度

の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、リズム時計工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鳥  居     明  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  櫻  井  紀  彰  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。
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